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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第90期中 第91期中 第92期中 第90期 第91期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 12,862 13,733 13,202 27,799 30,640

経常利益 (百万円) 1,188 1,333 1,464 2,747 2,997

中間(当期)純利益 (百万円) 854 828 746 1,699 1,109

純資産額 (百万円) 18,505 19,917 21,532 19,759 20,290

総資産額 (百万円) 34,966 35,607 37,532 34,970 33,830

１株当たり純資産額 (円) 488.34 525.83 568.93 520.26 534.39

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 22.56 21.86 19.71 43.57 27.77

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.9 55.9 57.4 56.5 60.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,615 △95 △480 4,222 2,968

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 177 △630 △186 △201 △948

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,701 184 △96 △4,141 △1,725

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,394 1,631 1,703 2,179 2,466

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数)

(名)
1,233
(121)

1,251
(151)

1,200
(246)

1,230
(130)

1,191
(199)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第90期の１株当たり配当額10円には、特別配当金３円が含まれております。 

３ 第90期中、第91期中、第90期及び第91期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第92期中については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

  

  

回次 第90期中 第91期中 第92期中 第90期 第91期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 9,614 9,702 8,788 19,129 19,465

経常利益 (百万円) 1,271 792 1,045 1,937 1,641

中間(当期)純利益 (百万円) 953 524 711 1,296 448

資本金 (百万円) 4,686 4,686 4,686 4,686 4,686

発行済株式総数 (株) 38,550,684 38,550,684 38,550,684 38,550,684 38,550,684

純資産額 (百万円) 18,011 18,704 19,959 18,801 18,728

総資産額 (百万円) 26,855 27,199 27,376 27,701 26,315

１株当たり純資産額 (円) 475.29 493.81 527.37 495.49 493.85

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 25.17 13.85 18.81 33.42 11.05

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 3.50 3.50 5.00 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 67.1 68.8 72.9 67.9 71.2

従業員数 (名) 526 521 504 521 504



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

当中間連結会計期間において、主要な関係会社について異動はありません。 

  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

    当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数については、就業人員数を記載しております。 

２ 従業員数欄(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であり、臨時従業員にはパートタイ

マー及び季節工を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数については、就業人員数を記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

計測制御機器事業 1,002(177)

FPD関連装置事業 197( 69)

不動産事業 1 

合計 1,200(246)

従業員数(名) 504



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、製造業を中心とした好調な民間設備投資と企業収益の改

善に加え個人消費も緩やかに増加するなど、景気は緩やかな回復基調が続きました。 

 一方、当社の経営環境につきましては、新設住宅着工件数は堅調に推移していますが主要顧客である

電力各社の設備投資抑制による需要低迷に加え、原油価格の高騰や素材価格の上昇により仕入れコスト

が増加するなど、厳しい環境が続いております。 

 このような経営環境のもとで、当社は原価低減活動を推進するなど経営効率化に取り組み、全社をあ

げて業績の維持・向上に努めてまいりました。 

 売上高につきましては、計測制御機器事業では電力会社向けの主力製品である電子式電力量計等は好

調に推移したものの一般市販向けの光通信関連製品等の売上高が減少しました。また、ＦＰＤ（フラッ

トパネルディスプレイ）関連装置事業では売上高の一部が下期にずれ込み若干減少したため、当中間連

結会計期間の売上高は１３２億２百万円（前年同期比３．９％減）となりました。 

 利益面につきましては、計測制御機器事業では電力会社向けの産業用電子式電力量計等の売上高が増

加し、加えて原価率も改善しましたが、売上高の減少等により営業利益は若干の減少となりました。一

方、ＦＰＤ関連装置事業では原価率が大幅に改善し営業利益が増加したため、連結ベースでの営業利益

は１４億３千１百万円（前年同期比９．４％増）となりました。また、経常利益は１４億６千４百万円

（前年同期比９．８％増）となりました。中間純利益につきましては、減損会計適用による減損損失が

発生したこともあり７億４千６百万円（前年同期比９．９％減）となりました。 

  

①事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（イ）計測制御機器事業 

電子式電力量計等の電力会社向け製品は比較的好調に推移したものの一般市販向けの光通信関

連製品等が減少したため当事業の売上高は１０６億８百万円（前年同期比２．６％減）となりま

した。営業利益につきましては、産業用を中心に電力会社向けの電子式電力量計及びそれに付随

して計器用変成器の売上高の増加や操業度の向上に伴う原価率の改善等はあったもののハンディ

ターミナル検針機器が振るわず８億９百万円（前年同期比１．０％減）となりました。 

  

（ロ）ＦＰＤ関連装置事業 

ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）及びＰＤＰ（プラズマディスプレイパネル）製造装置の需要は引

き続き好調に推移していますが、売上高は下期に大きく偏るため、当事業の売上高は２４億１百

万円（前年同期比９．１％減）、営業利益は５億１千４百万円（前年同期比３４．４％増）とな

りました。 

  



（ハ）不動産事業 

当事業の売上高はほぼ横這いで推移しており２億４千６百万円（前年同期比２．３％減）、営

業利益は１億７百万円（前年同期比０．７％減）となりました。 

  

なお、セグメント別売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高５千４百万円を含めて表示し

ております。 

  

②所在地別セグメントの業績につきましては、全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の

割合が90％を超えているため記載を省略しております。 

  

 なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ７億６千２百万円減少

して１７億３百万円となりました。 

  

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益による収入がありましたが、Ｆ

ＰＤ関連装置事業では下期に売上予定の製品製造に伴う棚卸資産が大幅に増加したため４億８千万

円の支出となり、前年同期に比べて支出が３億８千５百万円増加しました。 

  

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、生産設備更新等の設備投資を実施しましたが、投資有価

証券の売却等による収入があったため１億８千６百万円の支出となり、投資活動による支出は前年

同期に比べて４億４千４百万円減少しました。 

  

(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済や配当金の支払い等があったため短期

借入金は若干増加しましたが９千６百万円の支出となりました。また、有利子負債残高は前連結会

計年度末に比べ１億２千７百万円増加して５３億４千３百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績(見込み生産を行っているものを除く)を事業の種類別セグメン

トごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 11,359 +6.6

FPD関連装置事業 6,419 +54.3

不動産事業 － －

合計 17,778 +20.0

事業の種類別 
セグメントの名称

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 1,281 △2.3 551 +28.5

FPD関連装置事業 5,652 +110.3 8,924 +109.6

合計 6,934 +73.4 9,476 +102.2

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 10,607 △2.6

FPD関連装置事業 2,401 △9.1

不動産事業 193 △3.3

合計 13,202 △3.9

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

東京電力㈱ 2,892 21.1 2,259 17.1

東北計器工業㈱ 1,631 11.9 1,895 14.4

中部精機㈱ 1,666 12.1 － －



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)の事業上及び財務上の対処すべき課

題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの研究開発活動は次のとおりであります。 

  

(イ)計測制御機器事業 

電力関連分野においては、電気事業の自由化や情報高度化の動きに対応する形で、電子式電力量計関

連製品及び自動検針・配電自動化関連製品の研究開発を進めております。 

  電子式電力量計関連では、計器を情報端末器として位置付け、複合化・多機能化を指向し、電力各社

の各種料金メニューに対応した産業用ならびに家庭用計器等の開発及び市場投入を進めております。特

に、電子式電力量計の低コスト化と信頼性向上を目指した要素技術開発には積極的に取り組んでおりま

す。また、海外展開の一つとして、中国（ＣＨＩＮＡ）向け電子式電力量計を開発し、中国の産業用電

力量計市場への投入を図っております。 

  自動検針・配電自動化関連では、配電線搬送、光通信、無線通信、ＩＰ関連など、各種情報通信技術

に関する研究開発を進めるとともに、これらの技術を適用した自動検針・配電自動化システム向け製品

の研究開発及び製品化を行っております。 

  一般市販向け機器関連については、省エネ時代に即したエネルギーソリューション分野のシステム製

品として、当社のデマンドコントロール装置を核とし、ＩＰ技術を応用した「デマンド・マネジメン

ト・サービス」を展開しており、これに適用する機器を中心に、省エネ及び電力管理用の各種機器開発

を進めております。また、小形電子式電力量計についても継続して新製品開発を行っておりシリーズ化

により製品群の拡充を図っております。 

  さらに情報通信関連では、ＦＴＴＨ向けの光通信網の整備・拡大に対応するため、光スプリッター等

各種光デバイスや小容量から大容量までシリーズ化した光配線盤の研究開発を積極的に進め、市場に投

入しております。また、光伝送機器等の製品開発にも積極的に取り組んでおります。 

  また、ハンディターミナル検針関連につきましては、「検針時同時請求書発行システム」を核とした

次世代型検針用ハンディターミナル及び携帯用サーマルプリンターの開発を進めており、電力を中心に

ガス・水道の各事業領域において事業の拡大を図ってまいります。 

 なお、当事業の研究開発費は５億１千３百万円であります。 

  

(ロ)ＦＰＤ(フラットパネルディスプレイ)関連装置事業 

当事業におきましては、薄型テレビは１インチ１万円を実現するなど普及拡大が続いており、ＰＤＰ

製造装置やＬＣＤ製造装置を中心にパネルの大型化、薄型化、高精細化に対応した技術開発をはじめ、

今後市場の立ち上がりが期待されるＩＣカード・ＩＣタグ関連製造装置の開発など、生産ライン自動化

システムの分野での受注生産を主に行っております。これらの技術開発は、各種装置を具現化するため

の活動として主に製造原価として処理しております。なお、一般管理費に計上した研究開発費は７百万

円であります。 

  

 なお、不動産事業につきましては、研究開発活動は行っておりません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画した重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会計

期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

「当会社の発行する株式の総数は１億株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株

式数を減ずるものとする。」 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月13日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 38,550,684 38,550,684
東京証券取引所
市場第一部

―

計 38,550,684 38,550,684 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行の平成17年10月14日付関東財務局宛大量保有報告書に関

する変更報告書によりますと、平成17年9月30日現在、提出者及び共同保有者の総数6社で2,085千株(持株比率

5.41％)保有している旨報告を受けておりますが、当社としては当中間期末における所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 38,550 ― 4,686 ― 4,768

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

港区浜松町2丁目11-3 2,553 6.62

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

中央区晴海1丁目8-11 2,345 6.08

東京電力株式会社 千代田区内幸町1-1-3 1,779 4.61

株式会社東京三菱銀行 千代田区丸の内2丁目7-1 1,684 4.36

渡邊和子 港区南麻布4-9-10-600 1,470 3.81

あいおい損害保険株式会社 渋谷区恵比寿1丁目28番1号 1,242 3.22

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 常任代理人 ゴー
ルドマン・サックス証券会社東
京支店

港区六本木6丁目10番1号        
六本木ヒルズ森タワー

1,219 3.16

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通2丁目1-82 1,109 2.87

富国生命保険相互会社 常任代
理人 資産管理サービス信託銀
行株式会社

中央区晴海1丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟

1,104 2.86

大崎電気工業取引先持株会
品川区東五反田2-2-7          
大崎電気工業㈱資材部気付

1,079 2.80

計 ― 15,587 40.43



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、3,000株(議決権3個)

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 703,000

― ―

（相互保有株式）
普通株式 280,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,093,000
37,093 ―

単元未満株式 普通株式 474,684 ― ―

発行済株式総数 38,550,684 ― ―

総株主の議決権 ― 37,093 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
大崎電気工業株式会社

品川区東五反田二丁目 
2番7号

703,000 ― 703,000 1.82

（相互保有株式） 
株式会社キューキ

福岡市南区清水四丁目 
19番18号

280,000 ― 280,000 0.72

計 ― 983,000 ― 983,000 2.54

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 639 665 658 736 803 807

最低(円) 555 546 610 632 696 770



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの間に役員の異動はありません。 

  

  

  

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人原会計事務所により中間監査を

受けております。 

  

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 1,632 1,704 2,467

受取手形及び売掛金 ※５ 7,286 6,404 6,705

たな卸資産 5,088 7,279 3,579

その他 833 1,194 1,085

貸倒引当金 △78 △61 △46

流動資産合計 14,761 41.5 16,520 44.0 13,790 40.8

Ⅱ 固定資産

有形固定資産
※１ 

※２

建物及び構築物 5,570 5,245 5,405

機械装置及び運搬具 1,021 994 1,006

土地 6,330 5,235 5,341

その他 561 13,484 37.9 573 12,048 32.1 581 12,335 36.4

無形固定資産 409 1.1 443 1.2 473 1.4

投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 5,657 7,295 5,983

その他 1,303 1,231 1,256

貸倒引当金 △8 6,952 19.5 △8 8,519 22.7 △8 7,231 21.4

固定資産合計 20,846 58.5 21,011 56.0 20,039 59.2

資産合計 35,607 100.0 37,532 100.0 33,830 100.0



               
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形及び買掛金 3,976 5,231 3,101

短期借入金 2,709 924 735

１年以内償還予定の社債 － 2,500 2,500

未払法人税等 416 611 341

賞与引当金 662 694 714

その他 ※３ 1,959 1,883 2,463

流動負債合計 9,723 27.3 11,846 31.6 9,856 29.1

Ⅱ 固定負債

社債 2,500 － －

長期借入金 1,885 1,918 1,980

退職給付引当金 929 619 741

役員退職慰労引当金 116 130 122

連結調整勘定 224 134 178

その他 61 782 192

固定負債合計 5,717 16.1 3,584 9.5 3,215 9.5

負債合計 15,441 43.4 15,431 41.1 13,071 38.6

(少数株主持分)

少数株主持分 248 0.7 568 1.5 468 1.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,686 13.1 4,686 12.5 4,686 13.8

Ⅱ 資本剰余金 4,768 13.4 4,768 12.7 4,768 14.1

Ⅲ 利益剰余金 10,290 28.9 10,881 29.0 10,438 30.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 779 2.2 1,829 4.9 1,021 3.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 △370 △1.0 △378 △1.0 △379 △1.1

Ⅵ 自己株式 △236 △0.7 △255 △0.7 △245 △0.7

資本合計 19,917 55.9 21,532 57.4 20,290 60.0

負債、少数株主持分

及び資本合計
35,607 100.0 37,532 100.0 33,830 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 13,733 100.0 13,202 100.0 30,640 100.0

Ⅱ 売上原価 9,040 65.8 8,382 63.5 20,797 67.9

売上総利益 4,693 34.2 4,820 36.5 9,843 32.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,384 24.6 3,388 25.7 6,885 22.5

営業利益 1,308 9.5 1,431 10.8 2,958 9.7

Ⅳ 営業外収益

受取利息 3 3 5

受取配当金 50 51 74

為替差益 ― 15 ―

連結調整勘定償却額 45 44 91

その他 19 118 0.9 46 161 1.2 46 217 0.7

Ⅴ 営業外費用

支払利息 47 39 94

為替差損 1 ― 3

コミットメントライン費用 34 76 40

その他 9 93 0.7 12 128 1.0 38 177 0.6

経常利益 1,333 9.7 1,464 11.1 2,997 9.8

Ⅵ 特別利益

固定資産売却益 ※２ ― ― 23

投資有価証券売却益 41 78 247

新株引受権戻入益 ― ― 57

ゴルフ会員権等売却益 ― 41 0.3 14 92 0.7 ― 328 1.1

Ⅶ 特別損失

固定資産売却損 ※３ ― 13 1,161

固定資産除却損 ※４ 3 7 38

投資有価証券評価損 ― ― 75

ゴルフ会員権等評価損 4 17 4

減損損失 ※５ ― 8 0.1 118 156 1.2 ― 1,280 4.2

税金等調整前中間 
(当期)純利益

1,366 10.0 1,400 10.6 2,045 6.7

法人税、住民税 
及び事業税

404 594 626

法人税等調整額 76 480 3.5 △12 582 4.4 141 767 2.5

少数株主利益 58 0.4 71 0.5 169 0.6

中間(当期)純利益 828 6.0 746 5.7 1,109 3.6

 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

  （資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,768 4,768 4,768

Ⅱ 資本剰余金増加高 ― ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高 ― ― ―

Ⅳ 資本剰余金中間期末
(期末)残高

4,768 4,768 4,768

  （利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 9,757 10,438 9,757

Ⅱ 利益剰余金増加高

中間(当期)純利益 828 828 746 746 1,109 1,109

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 246 246 378

   役員賞与 48 295 57 303 48 427

Ⅳ 利益剰余金中間期末
(期末)残高

10,290 10,881 10,438



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)
純利益

1,366 1,400 2,045

減価償却費 374 404 810

減損損失 ― 118 ―

貸倒引当金の増加額(△減
少額)

10 14 △21

賞与引当金の増加額(△減
少額)

△19 △20 32

退職給付引当金の増加額
(△減少額)

△23 △122 △211

受取利息及び受取配当金 △54 △55 △80

支払利息 47 39 94

固定資産売却益 ― ― △23

固定資産除却・売却損 3 20 1,200

投資有価証券売却益 △41 △78 △247

投資有価証券評価損 ― ― 75

新株引受権戻入益 ― ― △57

ゴルフ会員権等売却益 ― △14 ―

ゴルフ会員権等評価損 4 17 4

売上債権の減少額(△増加
額)

△272 320 265

たな卸資産の減少額(△増
加額)

△1,320 △3,693 182

仕入債務の増加額(△減少
額)

807 1,819 △54

その他 △93 △396 245

小計 790 △223 4,261

利息及び配当金の受取額 54 55 80

利息の支払額 △50 △41 △102

法人税等の支払額 △889 △270 △1,270

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△95 △480 2,968

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

有形固定資産の取得 
による支出

△634 △327 △981

有形固定資産の売却 
による収入

2 14 55

無形固定資産の取得 
による支出

△70 △27 △174

投資有価証券の売却 
による収入

115 140 392

その他 △43 14 △239

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△630 △186 △948

 



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額(△
減少額)

484 199 △1,225

長期借入れによる収入 300 59 474

長期借入金の返済による
支出

△338 △136 △679

少数株主からの払込みに
よる収入

―
56 108

配当金の支払額 △246 △246 △379

その他 △14 △29 △23

財務活動による 
キャッシュ・フロー

184 △96 △1,725

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

△6 △0 △7

Ⅴ 現金及び現金同等物
の増加額(△減少額)

△547 △762 287

Ⅵ 現金及び現金同等物
の期首残高

2,179 2,466 2,179

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

1,631 1,703 2,466



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  

  当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  

  前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数   11社

主要な連結子会社の名称

大崎電気システムズ株式会社

岩手大崎電気株式会社

大崎データテック株式会社

PT. METBELOSA

大崎エンジニアリング株式会

社

大崎エステート株式会社

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数   11社

主要な連結子会社の名称

大崎電気システムズ株式会社

岩手大崎電気株式会社

大崎データテック株式会社

PT. METBELOSA

大崎エンジニアリング株式会

社

大崎エステート株式会社

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数    11社

主要な連結子会社の名称

大崎電気システムズ株式会社

岩手大崎電気株式会社

大崎データテック株式会社

PT. METBELOSA

大崎エンジニアリング株式会

社

大崎エステート株式会社

(2) 主要な非連結子会社名

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(連結の範囲から除いた理由)

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。

(2) 主要な非連結子会社名

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(連結の範囲から除いた理由)

同  左

(2) 主要な非連結子会社名

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(連結の範囲から除いた理由)

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

または関連会社数

―社

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

または関連会社数

―社

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

または関連会社数

―社

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(持分法を適用しない理由)

 持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投資

については、持分法を適用せず

原価法により評価しておりま

す。

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(持分法を適用しない理由)

同  左

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(持分法を適用しない理由)

   持分法非適用会社は、それぞ

れ当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投資

については、持分法を適用せず

原価法により評価しておりま

す。

 



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称

株式会社キューキ

東北計器工業株式会社

関西変成器工業株式会社

(関連会社としなかった理由)

 当社は上記３社の議決権の

20％ないし27％を所有しており

ますが、３社は、それぞれ、九

州電力株式会社、東北電力株式

会社、関西電力株式会社の各子

会社であること、３電力会社向

けの製品については、各電力会

社の発注に基づき上記３社を経

由して受注している関係にある

ことから、当社は上記３社の財

務及び営業または事業の方針の

決定に対して重要な影響を与え

ることはできないと認められる

ためであります。

(3) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称

株式会社キューキ

東北計器工業株式会社

(関連会社としなかった理由)

 当社は上記２社の議決権の

20％ないし27％を所有しており

ますが、２社は、それぞれ、九

州電力株式会社、東北電力株式

会社の各子会社であること、２

電力会社向けの製品について

は、各電力会社の発注に基づき

上記２社を経由して受注してい

る関係にあることから、当社は

上記２社の財務及び営業または

事業の方針の決定に対して重要

な影響を与えることはできない

と認められるためであります。

(3) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称

株式会社キューキ

東北計器工業株式会社

(関連会社としなかった理由)

同  左

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連 結 子 会 社 の う ち、PT. 

METBELOSA 及 び OSAKI  METER 

SALES, INC.の中間決算日は６

月30日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たっては同日

現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同  左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

 連 結 子 会 社 の う ち、PT. 

METBELOSA 及 び OSAKI  METER 

SALES, INC.の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表の

作成に当たっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①たな卸資産

ａ 製品、仕掛品

 主として移動平均法によ

る原価法によっておりま

す。(個別受注生産品につ

いては個別法による原価法

によっております。)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①たな卸資産

ａ 製品、仕掛品

同  左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①たな卸資産

ａ 製品、仕掛品

同  左

ｂ 原材料、貯蔵品

 主として移動平均法によ

る原価法によっておりま

す。

ｂ 原材料、貯蔵品

同  左

ｂ 原材料、貯蔵品

同  左

 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております。)

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同  左

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております。)

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

時価のないもの

同  左

③デリバティブ取引により生ずる

債権及び債務

 時価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は、

主として定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物付属

設備を除く)については定額法

によっております。

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

 在外連結子会社は主として定

額法を採用しております。

③デリバティブ取引により生ずる

債権及び債務

同  左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

同  左

③デリバティブ取引により生ずる

債権及び債務

同  左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

同  左

②無形固定資産

 定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

②無形固定資産

同  左

②無形固定資産

同  左

③長期前払費用

 均等償却をしております。

③長期前払費用

同  左

③長期前払費用

同  左



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同  左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同  左

②賞与引当金

 従業員賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。

②賞与引当金

同  左

②賞与引当金

同  左

③退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(主として10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

③退職給付引当金

同  左

③退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(主として10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

④役員退職慰労引当金

 連結子会社１社については、

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

同  左

④役員退職慰労引当金

 連結子会社１社については、

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(4) 中間連結財務諸表の作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債

並びに収益及び費用は、在外子

会社の中間決算日における直物

為替相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整勘

定に含めております。

(4) 中間連結財務諸表の作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

同  左

(4) 連結財務諸表の作成の基礎とな

った連結会社の財務諸表の作成

に当たって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社の資産及び負債並び

に収益及び費用は、在外子会社

の決算日における直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘定に含め

ております。



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同  左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同  左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている場

合は特例処理を採用しておりま

す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同  左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同  左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) 金利スワップ

(ヘッジ対象) 借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

③ヘッジ方針

 当社グループは、借入金の金

利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。

③ヘッジ方針

同  左

③ヘッジ方針

同  左

④ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしておりますので、有

効性の評価を省略しておりま

す。

④ヘッジ有効性評価の方法

同  左

④ヘッジ有効性評価の方法

同  左

(7) その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

(7) その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左

(7) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 手許現金、随時引出し可能な

預金及び取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投

資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

      同  左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

      同  左

 



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

        ―――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が118百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。

        ――――

 



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

（中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 当中間連結会計期間から「投資有価証券の取得による

支出」(当中間連結会計期間△０百万円)は、金額が僅少

となったため、投資活動のキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。

（中間連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となり「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日

付で改正されたことに伴い、当中間連結会計期間から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）を投資有価証券として表示する方法に変更しまし

た。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に含ま

れる当該出資の額は74百万円であり、前中間連結会計期

間における投資その他の資産の「その他」に含まれてい

る当該出資の額は129百万円であります。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が24百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、24百万円減少しております。

        ――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が56百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益

が、56百万円減少しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

15,270百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

15,659百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

15,451百万円

 

※２ 担保資産

(1) 工場財団

資産の 
種類

帳簿 
価額 
(百万円)

対応する 
債務の金額 
(百万円)

土地 158 短期借入金 170

建物 970

計 1,129 計 170

 

※２ 担保資産

(1)     ――――

※２ 担保資産

(1)     ――――

 

(2) 根抵当権他

資産の 
種類

帳簿 
価額 
(百万円)

対応する 
債務の金額 
(百万円)

土地 2,415 短期借入金 236

建物 1,488 長期借入金 1,885

投資有 
価証券

445

計 4,349 計 2,121

 

(2) 根抵当権

資産の 
種類

帳簿
価額 
(百万円)

対応する
債務の金額 
(百万円)

土地 2,415 短期借入金 278

建物 1,436 長期借入金 1,761

 計 3,851     計 2,040

(2) 根抵当権

資産の
種類

帳簿
価額 
(百万円)

対応する 
債務の金額 
(百万円)

土地 2,415 短期借入金 304

建物 1,461 長期借入金 1,980

計 3,877     計 2,285

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が919百万円含まれて

おります。

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が624百万円含まれて

おります。

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が931百万円含まれて

おります。

 ４ 偶発債務

  (1) 連結子会社以外の会社の金

融機関からの借入金に対し、

債務保証を行っております。

 ４ 偶発債務

  (1)     ――――

 ４ 偶発債務

  (1) 連結子会社以外の会社の金

融機関からの借入金に対し、

債務保証を行っております。

北海道
大崎電気㈱

24百万円 北海道
大崎電気㈱

23百万円

  (2) 売掛金債権流動化による譲

渡高 43百万円

  (2) 売掛金債権流動化による譲

渡高 23百万円

  (2) 売掛金債権流動化による譲

渡高 32百万円

※５ 手形割引高及び裏書譲渡高

   受取手形裏書譲渡高

8百万円

※５    ――――

   

※５    ――――



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

 ６  当社及び連結子会社１社

は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と貸出コ

ミットメント契約を締結して

おります。当中間連結会計期

間末における貸出コミットメ

ント契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりでありま

す。

 ６  当社及び連結子会社１社

は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と貸出コ

ミットメント契約を締結して

おります。当中間連結会計期

間末における貸出コミットメ

ント契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりでありま

す。

 ６  当社及び連結子会社１社

は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と貸出コ

ミットメント契約を締結して

おります。当連結会計年度末

における貸出コミットメント

契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。

 

貸出コミット 

メントの総額
4,000百万円

借入実行残高 300

差引額 3,700百万円  

貸出コミット
メントの総額

6,000百万円

借入実行残高 200

差引額 5,800百万円
 

貸出コミット 
メントの総額

4,000百万円

借入実行残高 200

差引額 3,800百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

従業員給料
手当・賞与

923百万円

賞与引当金
繰入額

279

退職給付費用 53

役員退職慰労
引当金繰入額

11

貸倒引当金
繰入額

10

研究開発費 478

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

従業員給料
手当・賞与

915百万円

賞与引当金
繰入額

289

退職給付費用 55

役員退職慰労
引当金繰入額

7

貸倒引当金
繰入額

14

研究開発費 520

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

従業員給料
手当・賞与

2,168百万円

賞与引当金
繰入額

309

退職給付費用 113

役員退職慰労
引当金繰入額

17

貸倒引当金
繰入額

3

研究開発費 964

※２    ―――― ※２    ―――― ※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

土地 22百万円

機械装置
及び運搬具

1

計 23百万円

 

※３    ―――― ※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

建物
及び構築物

12百万円

その他 0

計 13百万円

 

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

土地 1,161百万円

 

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

機械装置
及び運搬具

1百万円

その他 2

計 3百万円

 

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物
及び構築物

1百万円

機械装置
及び運搬具

2

その他 3

計 7百万円
 

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物
及び構築物

4百万円

機械装置
及び運搬具

18

その他 15

計 38百万円



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※５    ――――

 

※５ 減損損失 

 当社グループは、以下の資

産について減損損失を計上し

ました。          

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休
資産

建物 千葉県
長柄町

20

遊休
資産

土地
長野県
軽井沢
町

5

遊休
資産

土地
神奈川
県
葉山町

92

計 118

 当社グループは、事業用資

産については製品グループを

基礎とし、賃貸用資産、遊休

資産については個別物件毎

に、グルーピングしておりま

す。

 遊休資産については今後の

利用計画がなく、土地の市場

価格が著しく下落しているた

め、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

しております。

 なお、回収可能価額は正味

売却価額により測定してお

り、土地については路線価に

よる評価額又は取引事例価格

等を参考にして評価しており

ます。また、建物については

備忘価格をもって評価してお

ります。

※５    ――――



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 1,632百万円

現金及び預金のう
ち、預入期間が３ヵ
月を超える定期預金

△0

現金及び現金同等物 1,631百万円
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 1,704百万円

現金及び預金のう
ち、預入期間が３ヵ
月を超える定期預金

△0

現金及び現金同等物 1,703百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係

現金及び預金 2,467百万円

現金及び預金のう
ち、預入期間が３ヵ
月を超える定期預金

△0

現金及び現金同等物 2,466百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び 
運搬具

23 10 12

有形固定資産
「その他」
(工具器具備品)

174 122 51

無形固定資産 
(ソフトウェア)

6 1 4

合計 204 135 69

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び 
運搬具

20 10 10

有形固定資産
「その他」
(工具器具備品)

90 52 38

無形固定資産 
(ソフトウェア)

6 2 3

合計 117 65 51

同  左
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置及び
運搬具

23 13 10

有形固定資産
「その他」
(工具器具備品)

96 49 46

無形固定資産
(ソフトウェア)

6 1 4

合計 126 65 60

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 29百万円

１年超 39

計 69百万円

 なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 20百万円

１年超 31

計 51百万円

同  左
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 22百万円

１年超 38

計 60百万円

 なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 19百万円
 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 39百万円

減価償却費相当額 39百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

２      ―――

 

２ 転貸リースにかかる未経過リー

ス料中間期末残高相当額

   借主側

１年以内 30百万円

１年超 107

計 137百万円

   貸主側

１年以内 34百万円

１年超 107

計 141百万円

２      ―――



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 3,574 4,626 1,052

② 債券 － － －

③ その他 521 779 257

計 4,095 5,406 1,310

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式(店頭売買株式を除く) 223

計 223

その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 3,468 6,216 2,748

② 債券 － － －

③ その他 416 751 335

計 3,884 6,968 3,083

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 224

投資事業組合出資 74

計 299



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であり、当連結会計年度において23百万円減損処理しておりま

す。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において52百万円減損処理しております。 

  

その他有価証券
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 3,467 4,926 1,458

② 債券 － － －

③ その他 473 735 262

計 3,940 5,662 1,721

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 223

投資事業組合出資 69

計 292



(デリバティブ取引関係) 

  

 
(注) １ 時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

対象物の
種類

取引の種類 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末
(平成17年3月31日)

契約額等 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益 
(百万円)

契約額等 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益 
(百万円)

契約額等 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益 
(百万円)

金利
スワップ取引 
受取変動・ 
  支払固定

350 △6 △6 350 △5 △5 350 △8 △8



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 
２ 各事業区分の主要な製品(役務の提供含む) 

 
  

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 
２ 各事業区分の主要な製品(役務の提供含む) 

 
  

区分
計測制御 
機器事業 
(百万円)

FPD関連
装置事業 
(百万円)

不動産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

10,892 2,641 199 13,733 ― 13,733

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 52 53 (53) ―

計 10,893 2,641 252 13,787 (53) 13,733

営業費用 10,075 2,258 144 12,478 (53) 12,425

営業利益 817 382 108 1,308 ― 1,308

(1) 計測制御機器事業………………………………………電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電
盤、監視制御装置、タイムスイッチ、光通信関連
機器、検針システム

(2) FPD(フラットパネルディスプレイ)関連装置事業 …TAB実装装置、COG実装装置、液晶検査装置、PDP
実装装置

(3) 不動産事業………………………………………………不動産の賃貸

区分
計測制御 
機器事業 
(百万円)

FPD関連
装置事業 
(百万円)

不動産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

10,607 2,401 193 13,202 ― 13,202

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 53 54 (54) ―

計 10,608 2,401 246 13,257 (54) 13,202

営業費用 9,799 1,887 139 11,825 (54) 11,771

営業利益 809 514 107 1,431 ― 1,431

(1) 計測制御機器事業………………………………………電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電
盤、監視制御装置、タイムスイッチ、光通信関連
機器、検針システム

(2) FPD(フラットパネルディスプレイ)関連装置事業 …TAB実装装置、COG実装装置、液晶検査装置、PDP
実装装置

(3) 不動産事業………………………………………………不動産の賃貸



前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要な製品(役務の提供含む) 

 
  

区分
計測制御 
機器事業 
(百万円)

FPD関連
装置事業 
(百万円)

不動産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

23,292 6,951 396 30,640 ― 30,640

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 ― 105 107 (107) ―

計 23,294 6,951 501 30,748 (107) 30,640

営業費用 21,579 5,926 287 27,793 (110) 27,682

営業利益 1,715 1,025 213 2,954 3 2,958

(1) 計測制御機器事業………………………………………電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電

盤、監視制御装置、タイムスイッチ、光通信関連

機器、検針システム

(2) FPD(フラットパネルディスプレイ)関連装置事業 …TAB実装装置、COG実装装置、液晶検査装置、PDP

実装装置

(3) 不動産事業………………………………………………不動産の賃貸



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。 

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。 

  

前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 525円83銭 １株当たり純資産額 568円93銭 １株当たり純資産額 534円39銭

１株当たり中間純利益金額
21円86銭

１株当たり中間純利益金額
19円71銭

１株当たり当期純利益金額
27円77銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

同  左 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 828 746 1,109

普通株主に帰属しない金額(百万円) 
 利益処分による役員賞与金

― ― 57

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 828 746 1,051

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,881 37,855 37,875

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間(当期)純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

新株引受権付社債１銘柄
新株引受権の残高 
       640百万円 
行使価格   820円 
詳細は、「新株予約権等
の状況」に記載のとおり
であります。

非上場の連結子会社が発
行した新株引受権であり
ます。

新株引受権付社債１銘柄 
行使価格    820円 
平成16年11月19日で行使
期間が満了しておりま
す。



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 450 953 947

受取手形 207 182 229

売掛金 4,119 3,470 3,829

たな卸資産 2,029 2,501 1,797

関係会社短期貸付金 2,045 1,503 1,740

その他 626 921 976

貸倒引当金 △30 △73 △71

流動資産合計 9,447 34.7 9,460 34.6 9,450 35.9

Ⅱ 固定資産

有形固定資産
※１ 

※２

建物 2,694 2,494 2,599

機械装置 672 704 705

土地 3,052 1,718 1,726

建設仮勘定 17 7 9

その他 584 554 565

有形固定資産計 7,021 25.9 5,478 20.0 5,605 21.3

無形固定資産 372 1.3 388 1.4 422 1.6

投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 7,545 9,421 8,112

関係会社長期貸付金 1,657 1,532 1,594

その他 1,160 1,100 1,134

貸倒引当金 △5 △5 △5

投資その他の資産計 10,357 38.1 12,048 44.0 10,835 41.2

固定資産合計 17,751 65.3 17,915 65.4 16,864 64.1

資産合計 27,199 100.0 27,376 100.0 26,315 100.0

 



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形 373 315 326

買掛金 826 717 861

短期借入金 300 ― ―

関係会社短期借入金 365 500 780

一年以内返済予定の 
長期借入金

270 ― ―

一年以内償還予定の 

社債
640 2,500 2,500

未払法人税等 236 357 ―

賞与引当金 472 468 491

その他 ※3 1,602 1,238 1,774

流動負債合計 5,086 18.6 6,098 22.3 6,733 25.6

Ⅱ 固定負債

社債 2,500 ― ―

退職給付引当金 867 547 675

長期預り金 40 40 40

繰延税金負債 ― 730 136

固定負債合計 3,408 12.6 1,318 4.8 852 3.2

負債合計 8,494 31.2 7,416 27.1 7,586 28.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,686 17.2 4,686 17.1 4,686 17.8

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 4,768 17.5 4,768 17.4 4,768 18.1

Ⅲ 利益剰余金

利益準備金 698 698 698

任意積立金 7,200 7,200 7,200

中間(当期)未処分利益 807 1,035 599

利益剰余金合計 8,706 32.1 8,934 32.6 8,498 32.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 779 2.9 1,826 6.7 1,020 3.9

Ⅴ 自己株式 △236 △0.9 △255 △0.9 △245 △0.9

資本合計 18,704 68.8 19,959 72.9 18,728 71.2

     負債・資本合計 27,199 100.0 27,376 100.0 26,315 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,702 100.0 8,788 100.0 19,465 100.0

Ⅱ 売上原価 6,621 68.2 5,568 63.4 13,221 67.9

売上総利益 3,080 31.8 3,220 36.6 6,244 32.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,383 24.6 2,290 26.1 4,735 24.3

営業利益 697 7.2 929 10.6 1,509 7.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 143 1.5 178 2.0 208 1.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 49 0.5 63 0.7 76 0.4

経常利益 792 8.2 1,045 11.9 1,641 8.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 41 0.4 92 1.1 327 1.7

Ⅶ 特別損失
※４
※５

2 0.0 65 0.7 1,273 6.5

税引前中間(当期)純利益 830 8.6 1,072 12.2 695 3.6

法人税、住民税 
及び事業税

234 350 165

法人税等調整額 71 305 3.2 10 360 4.1 81 246 1.3

中間(当期)純利益 524 5.4 711 8.1 448 2.3

前期繰越利益 283 323 283

中間配当額 ― ― 132

中間(当期)未処分利益 807 1,035 599



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産

 移動平均法による原価法によ

っております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

同  左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

同  左

(2) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法によ

っております。

(2) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同  左

(2) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同  左

②その他有価証券

時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております。)

②その他有価証券

時価のあるもの

同  左

②その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基

づく時価法によっておりま

す。(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定しております。)

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

時価のないもの

同  左

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産

 定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物付属設備を除

く)については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数については法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産
同  左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

 定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

(2) 無形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

同  左

(3) 長期前払費用

 均等償却をしております。

(3) 長期前払費用

同  左

(3) 長期前払費用

同  左

 



前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同  左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 賞与引当金
 従業員賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。

(2) 賞与引当金

同  左

(2) 賞与引当金

同  左

(3) 退職給付引当金

 従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法に

より按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理し

ております。

(3) 退職給付引当金

同  左

(3) 退職給付引当金

 従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法に

より按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

同  左

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。

５ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同  左

５ リース取引の処理方法

同  左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用してお

ります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) 金利スワップ

(ヘッジ対象) 借入金の利息

③ヘッジ方針

 当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。

④ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしておりますので、有

効性の評価を省略しておりま

す。

６     ―――― ６     ――――

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左



  

会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

      ―――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が25

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

      ――――

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「関係会社短期貸付金」(前中間

会計期間末505百万円)は、資産総額の100分の５超とな

ったため、当中間会計期間より区分掲記しております。 

 また、前中間会計期間において投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりました「関係会社長期

貸付金」（前中間会計期間末745百万円）は、資産総額

の100分の５超となったため、当中間会計期間より区分

掲記しております。

（中間貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となり「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日

付で改正されたことに伴い、当中間会計期間から投資事

業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）を

投資有価証券として表示する方法に変更いたしました。 

 なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる

当該出資の額は74百万円であり、前中間会計期間におけ

る投資その他の資産の「その他」に含まれている当該出

資の額は129百万円であります。



  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が19百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、19百

万円減少しております。

      ――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年２月13日企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が36百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、36百

万円減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

12,919百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

13,150百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

13,066百万円

※２ 担保に供している資産

(1) 工場財団

資産の 
種類

帳簿価額 
(百万円)

対応する 
債務の金額 
(百万円)

土地 158
一年以内 
返済予定の 
長期借入金

170

建物 970

計 1,129 計 170

※２    ―――― ※２    ――――

(2) 質権

資産の 
種類

帳簿価額 
(百万円)

対応する 
債務の金額 
(百万円)

投資有 
価証券

445
一年以内 
返済予定の 
長期借入金

50

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が919百万円含まれて

おります。

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が624百万円含まれて

おります。

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が931百万円含まれて

おります。

 ４ 偶発債務

(1) 関係会社の銀行借入金に対

する保証債務

OSAKI METER  
SALES,INC.

85百万円

北海道大崎電気㈱ 24

計 109百万円

 ４ 偶発債務

(1) 関係会社の銀行借入金等に

対する保証債務

PT.METBELOSA 80百万円

OSAKI METER 
SALES,INC.

26

計 106百万円

 ４ 偶発債務

(1) 関係会社の銀行借入金に対

する保証債務

OSAKI METER 
SALES,INC.

24百万円

北海道大崎電気㈱ 23

計 47百万円

(2) 売掛金債権流動化による譲

渡高       43百万円

(2) 売掛金債権流動化による譲

渡高       23百万円

(2) 売掛金債権流動化による譲

渡高       32百万円

 ５ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

 ５ 消費税等の取扱い

同  左

５     ――――

 



 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

６  当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行５

行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間

会計期間末における貸出コミ

ットメント契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであ

ります。

貸出コミット 
メントの総額

3,000百万円

借入実行残高 300

差引額 2,700百万円

６  当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４

行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間

会計期間末における貸出コミ

ットメント契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであ

ります。

貸出コミット
メントの総額

3,000百万円

借入実行残高 －

差引額 3,000百万円

６  当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行５

行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当事業

年度末における貸出コミット

メント契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりでありま

す。

貸出コミット 
メントの総額

3,000百万円

借入実行残高 －

差引額 3,000百万円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益項目のうち重要な

もの

受取利息 32百万円

受取配当金 89

※１ 営業外収益項目のうち重要な

もの

受取利息 29百万円

受取配当金 115

※１ 営業外収益項目のうち重要な

もの

受取利息 60百万円

受取配当金 113

※２ 営業外費用項目のうち重要な

もの

支払利息 6百万円

社債利息 15

コミットメント 
ライン費用

19

※２ 営業外費用項目のうち重要な

もの

支払利息 4百万円

社債利息 8

コミットメント
ライン費用

42

※２ 営業外費用項目のうち重要な

もの

支払利息 12百万円

社債利息 25

コミットメント 
ライン費用

22

※３ 特別利益項目のうち重要なも

の

投資有価証券 

売却益
41百万円

※３ 特別利益項目のうち重要なも

の

投資有価証券 

売却益
78百万円

※３ 特別利益項目のうち重要なも

の

投資有価証券 

売却益
247百万円

新株引受権戻入益 57

※４    ―――― ※４ 特別損失項目のうち重要なも

の

減損損失 25百万円

※４ 特別損失項目のうち重要なも

の

固定資産売却損 1,161百万円



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※５    ――――

 

※５ 減損損失 

 当社は、以下の資産につい

て減損損失を計上しました。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 
資産

建物 千葉県
長柄町

20

遊休 
資産

土地
長野県
軽井沢
町

5

計 25

    当社は、事業用資産につい

ては製品グループを基礎と

し、賃貸用資産、遊休資産に

ついては個別物件毎にグルー

ピングしております。

    遊休資産については今後の

利用計画がなく、土地の市場

価格が著しく下落しているた

め、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上

しております。

    なお、回収可能価額は正味

売却価額により測定してお

り、土地については取引事例

価格等を参考にして評価して

おります。また、建物につい

ては備忘価格をもって評価し

ております。

※５    ――――

 

６ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 240百万円

(2) 無形固定資産 15

計 256百万円
 

６ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 220百万円

(2) 無形固定資産 50

計 271百万円

６ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 515百万円

(2) 無形固定資産 41

計 557百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末残高
相当額
(百万円)

有形固定資産 
「その他」 
(工具器具 
備品等)

65 26 38

無形固定資産
(ソフトウェア)

6 1 4

合計 71 28 43

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末残高
相当額
(百万円)

有形固定資産 
「その他」 
(工具器具 
備品等)

76 41 34

無形固定資産
(ソフトウェア)

6 2 3

合計 82 43 38

同  左
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)
有形固定資産
「その他」 
(工具器具 
備品等)

72 33 39

無形固定資産
(ソフトウェア)

6 1 4

合計 79 35 43

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 14百万円

１年超 28

計 43百万円

 なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 15百万円

１年超 23

計 38百万円

同  左
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 16百万円

１年超 27

計 43百万円

 なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

 ２      ―――

 

２ 転貸リースにかかる未経過リー

ス料中間期末残高相当額

   借主側

１年以内 16百万円

１年超 76

計 93百万円

   貸主側

１年以内 20百万円

１年超 76

計 97百万円

２      ―――



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 493円81銭 １株当たり純資産額 527円37銭 １株当たり純資産額 493円85銭

１株当たり中間純利益金額
13円85銭

１株当たり中間純利益金額
18円81銭

１株当たり当期純利益金額
11円05銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 524 711 448

普通株主に帰属しない金額(百万円) 
 利益処分による役員賞与金

― ― 30

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 524 711 418

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,881 37,855 37,875

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間(当期)純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

新株引受権付社債１銘柄 
新株引受権の残高 
       640百万円 
行使価格   820円 
詳細は、「新株予約権等
の状況」に記載のとおり
であります。

――― 
 
 
 
 
 

新株引受権付社債１銘柄 
行使価格   820円 
平成16年11月19日で行使
期間が満了しておりま
す。 
 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  
  
  



(2) 【その他】 

中間配当 

平成17年11月21日開催の取締役会において、第92期の中間配当を実施することが決議されました。 

中間配当総額      189百万円 

１株当たりの額       5円00銭 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度
(第91期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月14日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大崎電気工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

監査法人 原会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月９日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大崎電気工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用

しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

監査法人 原会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月14日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第91期事業年度の中間会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大崎電気工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

 

監査法人 原会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月９日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第92期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大崎電気工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

 

監査法人 原会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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